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研究成果の概要（和文）：　本研究は、環境汚染問題の解決過程についての事例比較を行い、国際比較への布石をめざ
すものである。公害の解決には、補償救済のほかに予防措置など多方面での対応が求められることもあり、問題の切り
捨てや被害の放置などが生じやすい。解決に向けた諸活動とそれにたいする反動的な動きとの葛藤の過程とその結果に
はどのような共通性があるのか、イタイイタイ病や福島原発事故など日本の事例とボパール事件など外国の事例を調査
した。
　調査結果からは、問題の放置には構造的な要因が作用すること、他方、それに対抗する運動の継続が独特の成果を生
みだし、他国を含めた他の事例の問題解決に寄与し得ること、などが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：　In order to solve environmental pollution problems a number of implementations 
are required, such as compensation for damages, recovery of polluted soil, new anti-pollution measures 
and so on. The total amount of these performances will become large when the original problem has made a 
great impact. Then environmental movements tend to face some hostile reactions from some interested 
parties.We have considered about the common features of these backlash around some cases from Japan, such 
as Fukushima nuclear accident, and from other countries as Bhopal disaster in India. They are related 
with ‘the structures of environmental destruction’ pointed out by Nobuko Iijima from the case studies 
of Kogai or industrial pollutions in Japan.
 On the other hand, environment activities against the backlash tend to need to go on a long winding 
road. Some unique and continuous efforts of these groups have served to help promote improve 
environmental conditions for other areas.

研究分野：社会学
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（１）研究開始当初の背景 

 1990 年代の地球環境への世界的な認識の

高まりを受けて、2000年前後から公害・地域

環境汚染に関する研究・対策にも大きな変化

が見られた。第一に、環境汚染・リスク評価

などに関するグローバルな対応が進んだ。 

関連して第二に、国際的な格差とくに先進

国と途上国における環境リスクの違いへの認

識と規制が進んだ。環境正義、国際的責任な

どの議論の進展もあり、また、途上国におけ

る環境汚染の深刻さがより強く認識されるよ

うになった。 

こうした影響もあって第三に、過去の公

害・環境汚染問題の教訓およびその後に継続

していた対策への注目が高まった。 J. 

Broadbent(1998) Environmental Politics in 

Japan、T. George (2001) Minamata、B. 

Walker (2010) Toxic Archipelago、P. Kirby 

(2011) Troubled Nature など、外国の研究者

による日本の公害研究も増えた。 

他方、とくに途上国では汚染や健康被害が

放置されている例も多く、また、環境リスク

を軽視ないし切り捨てるような議論も存在す

る。国内でも、同一物質同程度の汚染への対

応が事例によって大きく異なる例がある。そ

れらについて、事例による共通性と多様性を

明らかにし、なぜ、そうした違いが生じるの

かを考察することが今後の予防策としても必

要だと考えられた。 

 

（２）研究の目的 

 本研究が公害・環境汚染問題の解決過程に

関する比較研究を試みるにあたっての目的は、

次の三点である。第一に、問題の発生・拡大

過程ではなく、解決過程に着目することであ

る。第二に、外国を含めた事例比較への試み

である。たとえば、公健法などをはじめとす

る 1970 年代における日本の公害対策、環境

規制は、先進的なものと評価されることがあ

るが、それだけを見ていてはその独自性は分

からない。また、環境差別・環境正義などの

議論は国際的な格差を抜きにみることはでき

ない。本格的な比較は本研究の枠を超えるが、

少数の事例を対比的にみることによって、共

通性と多様性との関係を考察することで、今

後の研究への足掛かりに資することが目的で

ある。 

 関連して、第三の目的は、解決過程論への

貢献である。解決過程論はどのように理論化

できるのか、事例調査を基軸にしながら、そ

こから共通性を見出すことによって、理論的

な考察につなげることを目指した。 

 

（３）研究の方法 

 本研究では、国内外のいくつかの事例を主

要な対象として選び、問題解決の歴史的経緯、

そこで残されている課題、それに関する現地

での取り組み、および、国際的な環境活動の

展開などについて調査した。それを軸に、共

同研究者の協力を得て他の事例との比較研究

を進め、先行文献などを参考に国際比較への

検討を行った。 

 主要な対象としたのは、国内では宮崎・土

呂久ヒ素中毒問題と富山・イタイイタイ病問

題、国外ではインドのボパール事件とアメリ

カのラブキャナル事件である。そのほかに、

現在進行中の環境汚染問題として、福島原発

事故の避難指示対象地域での生活再建につい

ても調査を継続している。 

 環境汚染による健康問題が生じた場合、そ

の解決には、①被害の全貌の解明、②被害者

の補償救済、③他地域を含めた今後の被害予



防、の３点を見る必要がある。だが、世界の

主要な事例を見ると、一定の補償金が支払わ

れても、①と③の対応がほとんどなされない

場合が多い。ボパール事件はその代表例の一

つで、今なお土壌汚染や生殖障害などにかか

わる被害が継続している。それについては、

地域での被害者団体と国際的な支援組織が連

携して運動を展開させてきた。他方、ラブキ

ャナル事件では、②については不十分な対応

に終わったが、被害者運動リーダーのロイ

ス・ギブスが立ち上げた the Center for 

Health, Environment & Justiceなど、事件

を契機に、世界的視野で有害物問題に関する

草の根環境運動が展開している。法律や規制

の対応も進んできた。 

 こうした違いを整理するところから、事例

比較の枠組みをつくり、解決への動きとそれ

を阻害する要因を探り、さらにその構造的な

仕組みについて仮説を立てていくという順序

で事例から理論的な研究につなげてきた。 

 

（４）研究成果 

 研究成果の中心は事例調査によるものだが、

紙幅に限りがあるのでここでは一例としてボ

パール事件における問題解決過程とその課題

について紹介する。続いて、解決と放置の関

係に関する仮説的な考察を示していく。 

 

(1) 事例紹介：ボパール事件 

①＜概要＞ 

 史上最大の工場災害と言われるボパール事

故は、1984年 12月 2日から 3日にかけての

深夜にインド中部の都市ボパールにあるユニ

オンカーバイド（ＵＣ社）農薬工場からその

原料となるＭＩＣガスが漏出した事故である。

直後の死者だけでも 3 千人を数え、その後の

死者数は 2万人以上とも言う。 

この事故では、ＵＣ社の安全対策の不備、

事故対応の無責任さなどが問われたが、事故

後も、同社の無責任さ、インドとアメリカと

の間の格差などの課題が被害を拡大させた。

詳細は割愛するが、インド政府とＵＣ社の間

での議論は 4.7 億ドルと被害規模に比べてき

わめて低額の賠償金で和解し、被害者とくに

貧困な人たちの手に渡った補償金はごくわず

かだった。閉鎖された工場はそのまま放置さ

れ、残留する土壌・水質汚染の放置、健康被

害と生活苦、次世代への影響を含めた健康調

査・医療の不備、被告が出廷しないため宙に

浮いたままのＵＣ社（幹部）の刑事的責任問

題などが今日も残っている。 

放置された多くの被害者には法廷などでの

発言の場も与えられなかったが、被害女性た

ちは生きていくための必要性もあって、暴力

的ではないが直接的な闘争を組織化していっ

た。働き手を失い、病気の家族を抱えた彼女

たちは政府の職業訓練事業を受けて働くよう

になったが、そこでも貧困者であり女性であ

り被害者であることで大きな差別を受け、正

当な賃金さえ受け取れなかったからである。

そこで、被害を訴え、要求を伝えなければな

らないということに徐々に気がつき、それを

デモなどの行動に移していったのである。 

 

②＜被害者の医療・生活支援＞ 

事故直後からボパールの被害者は複数の被

害者運動団体、自助組織などをつくってきた。

その中で補償などにかかわる組織はかなり衰

退したが、現在も被害者運動の中心にたつの

が「ガス犠牲者女性労働者連盟」（ＢＧＰＭＵ

Ｓ）である。その一員「ボパールガス犠牲者

女性文具労働者組合」（ＢＧＰＭＳＫＳ）のリ



ーダーであるラシーダ・ビーとチャンパ・デ

ビ・シュクラが 2004年にゴールドマン環境

賞を受賞した。二人は、その賞金をもとに「チ

ンガリ・トラスト」を設立し、インドの女性

運動の顕彰とネットワーク化、第二第三世代

で障害をもつ子どもの支援、女性被害者の労

働支援という三つの目的に向けた活動をして

いる。 

彼女たちの運動が今なお重要性を失わない

のは、生命と生活にかかわる必要に根差した

主張だという点が大きい。ただし、その運動

が現在も続いているのは、被害放置が継続し

ているからでもある。この点は、宗教やカー

ストの違いを乗り越えての連帯活動が可能な

のこととあわせて、貧困と被差別にかんして

最底辺にある彼女たちの境遇と無縁ではない。 

 

③＜国際的な課題と支援の拡大＞ 

 ボパール事故は世界にも衝撃を与えた。と

くにアメリカでは、翌年にＵＣ社のウェスト

バージニア州にある工場が有毒ガスの漏出事

故を起こしたこともあり、1986年に「地域住

民の知る権利法」が成立するなど、動きが大

きかった。他方、こうした環境リスク一般へ

の関心や草の根環境運動の普及はインドでは

限定的で、こうした格差は今日の両国の安全

性格差にもつながっている。 

 先進国での環境（運動）への関心と上記し

たボパールでの被害の訴えがつながる形で、

1989年の和解前後から、両者の連携によるボ

パール被害者への国際的支援が拡大する。

1994年にはイギリスに本部を置く Bhopal 

Medical Appeal（ＢＭＡ）が生まれ、ボパー

ルの自主診療活動を支援する形で、サムバブ

ナ・トラスト・クリニックなどに結実した。

同じくＢＭＡが支援するチンガリ・トラスト

とサムバヴナは現在でも現地の運動の中心的

存在である。ＢＭＡを含む支援団体は、その

後、International Campaign for Justice in 

Bhopal（ＩＣＪＢ）としてネットワーク化さ

れた。ＩＣＪＢは、現地被害者の活動の支援、

インド政府への問題継続と企業責任追及の姿

勢をとるように呼びかけるとともに、欧米な

どでボパール事件に関する集会やキャンペー

ンを実施している。ＩＣＪＢが指針として掲

げるのは、①予防原則、②汚染者負担原則、

③国際責任、④知る権利、⑤環境正義の 5項

目である。事故から 30年以上経過した今日、

これらがどのように実現され、先進国とボパ

ールの格差が埋まるのか、問われている。 

 

④＜環境運動の意味と今後の課題＞ 

 この点でボパールが重要なのは、地域での

被害者による活動である。途上国では大規模

な環境汚染とそれによる健康被害が今も各所

で指摘されているにもかかわらず、多くは広

く伝わらないまま隠されており、被害者運動

が継続しているところは少ない。ボパール事

件は事故そのものも大きかったが、問題の継

続が被害者たち自身によって訴えられ続けて

いることによっても、途上国での環境災害の

象徴になっている。 

 

(2) 理論的考察：放置構造と解決過程 

①＜解決過程における放置の構造＞ 

 被害の否定は「追加的加害」の一部として、

これまで加害論もしくはそれにかかわる被害

論の中で論じられることが多かった。だが、

本研究で見てきた事例の経緯をみると、「まき

かえし」などの問題軽視・被害否定の動きは、

被害者勝訴や補償や対策の法律制定など全体

としては解決の方向にある中で生じることが



多い。問題になった事象については一定の対

応が取られる一方、議論が封じられ、社会問

題としての拡大が抑制されるのである。その

際、問題の一部がなおざりにされる過程は、

加害論・被害論で指摘された構造的要因の影

響を受ける。 

 行政が主体となる環境対策が始まっても一

部の被害が切り捨てられるのには、行政の立

場からはやむを得ない面もある。あまりにも

大きな被害の存在と財界などの抵抗によって、

すべての環境汚染を完全に解決することが難

しいとすれば、公害行政には科学的判断と法

にもとづく公平性が重視される。しかし、厳

密を求めれば微妙にその判断は揺れ動き、か

えって混乱する場合も生じる。行政的には、

天秤があまり敏感に揺れ過ぎないような操作

が行われるのである。 

 

②＜密室での議論のもつ問題性＞ 

 問題は、こうした行政的対応が多くの関係

者に納得のいくものであるかどうかであるが、

その判断は狭い範囲で密室的に行われるほど、

力の強い加害側に有利に偏りやすい。1959年

の熊本水俣病「見舞金契約」やボパール事件

における和解協議などはその典型であろう。

そこには「組織的無責任性」など加害構造で

指摘されたことがあてはまる。 

 これは、議論に参加する専門家の利害や倫

理にかかわるとばかりは言えない。たとえば、

慢性カドミウム中毒について、低濃度・長期

の蓄積による健康への影響を徹底的に予防し

ようとすると巨額の対策費用がかかる。そこ

では、医学や自然科学の専門家に行政的判断

が求められたり、あるいは行政担当者が審議

会などに暗黙の要望を伝えたりする必要が生

じ得る。科学的議論が政治経済的状況と無縁

ではいられなくなるのである。 

 

③＜変革のための議論と環境正義＞ 

 舩橋晴俊は、解決過程を「構造的緊張→変

革主体形成→変革行為→決着→新しい構造的

緊張」のサイクルの連続として示し、その全

体的な方向性はほぼ定まったものと措定する。

これは、より大きな構造の本質にかかわる変

革が少しずつ問われる過程を意味すると考え

られる。だが、それが専門家による個別の論

題に押し込められると議論は蛇行をくり返す

恐れがある。それを防ぐには、変革の主体や

制度を増やすだけでなく、議論の範囲を広げ

ていくことが求められる。では、どのような

構造的緊張と議論があり得るのだろうか。 

 それについて本研究ではいくつかの可能性

を考察したが、紙幅の都合で上記したボパー

ル事件から一例をあげると、リスク認知と社

会的公平性（広義の環境正義）との関係性が

示唆された。ICJBが訴えるように、環境問題

の解決過程における正義の課題は新たな重要

性を持ちはじめているように見える。環境正

義の考え方は、旧来から確立された制度や格

差関係を問うことで、より大きな議論と構造

的緊張をもたらす可能性がある。 

 そこでは、選択・発言・行動の権利と、コ

モンセンスにもとづく決定という２点が重視

される。たとえ被害者に発言権を認めたとし

ても、それが加害構造の強制になる場合もあ

る。たとえば経済的な見返りによって、過疎

地にさまざまな危険や汚染を押しつけてきた

日本の環境対応を正義の観点から見直す意味

は大きいだろう。 

 より良い解決のためには、あせって解決を

急ぐより、コモンセンスと正義にもとづく結

論を求めた方がよい場合もある。 
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